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[はじめに]当院では令和 2 年 4 月 8 日より COVID-19 感染拡大予防の観点から、介助方

法を直接家族へ指導する代わりに映像や紙面を用いた間接指導を行った。今回、直接指

導を実施できなくなったことによる退院直後の患者の ADL 能力や家族の介護負担感へ

の影響を調査し直接指導の有用性について検討した。 

[対象]令和元年 10 月 8 日から当院回復期リハ病棟に入院し令和 2 年 10 月 8 日までに

自宅退院した患者のうち、退院後に介護を必要とした 83 名を対象とした。  

[方法]対象者を入退院時期により直接指導群(41 名)、間接指導群(42 名)に分類した。

まず、退院時の FIM 下位項目の食事、トイレ動作、移動など計 8 項目について群間比

較を行った。次に、退院後の食事、トイレ動作、移動について Flow-FIM を用いて電話

調査し退院時の FIM 下位項目との群内比較をそれぞれの群で行った。電話調査では、

J-ZBI_8 を用いて介護負担感についても調査し群間比較を行った。本研究は当法人倫理

委員会の承認を受けて実施した(受付番号 107-01)。 

[結果]退院時の FIM 下位項目に関して、全ての項目について各群間に有意差を認めな

かった。電話調査を実施できたのは、 47 名(直接指導群 24 名、間接指導群 23 名)だっ

た。退院時と退院後の FIM 下位項目に関して、間接指導群のトイレ動作のみ有意に低

下していた(p<0.05)。退院後の介護負担感は J-ZBI_8 において、直接指導群が間接指

導群と比較し有意に低かった (p<0.05)。 

[考察]直接指導はトイレ動作に関する患者の ADL 能力低下を防ぎ、介護負担感を軽減

させることが示唆された。トイレ動作の介助量増加や全般的な介護負担感増加は施設

入所率増加や虐待の要因になると報告されている。回復期リハ病棟退院後の在宅生活

への移行には家族に介助方法を直接指導し介護負担感軽減を図ることが有用と思われ

た。 


